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平成 29 年 2 月 9 日、子ども・子育て会議（第 30 回）、基準検討部会（第 33 回）合同会

議が開催されました。平成 29年度における子ども・子育て支援新制度に関する予算案の状

況について（本ニュース№16-49で既報）、説明がありました。また、新たな枠組みとして

示されている「技能・経験に応じた保育士等の処遇改善等」について（本ニュース№16-48

で既報）、職員への配分方法について具体的な取り扱いが新たに記載されるとともに、「全

ての保育士等を対象とした 2％の処遇改善」について、現行の処遇改善等加算（賃金改善

要件分）の加算率の積み増し（3％→5％）により実施する旨が示されています。 

このほか会議では、「平成 28年度公定価格の国家公務員給与改定に伴う補正」について、

人件費＋1.3％程度が第三次補正予算（平成 29 年 1 月 31 日可決成立）で確保され、平成

28 年 4 月 1 日に遡及適用して実施し、平成 29 年度からの公定価格の設定にあたっても引

き継がれることが説明されました。 

また、小規模保育事業の入園対象年齢の拡大については、国家戦略特別区域ワーキング

グループで検討中であり、待機児童が多い国家戦略特区内に限って、かつ一定の条件を設

けた上で、0～5歳を対象とする小規模保育事業を認める対応案が示されています。 

なお、平成 29年度は、市町村子ども・子育て支援事業計画が子ども・子育て支援法の施

行後の始期の中間年を迎えることから、基本指針に基づき各自治体が計画の見直しを行う

ために、平成 29 年 1 月 27 日付けの事務連絡で発出したその考え方をまとめた手引きにつ

いて説明がありました。 

平成 28 年度に創設された企業主導型保育事業は、第 11 回目まで助成決定（424 施設）

があった報告のほか、28年度申請数について（28年末締め切り）は、申請ベースで約 27,000

人分の定員が確保される見込みである旨、内閣府参事官から説明がありました。 

上記、当日の議事にかかる各種資料・図等の要旨を以下の枠内のとおり抜粋いたします。

資料の全文は、内閣府ホームページに掲載されていますので、ご参照ください。 

平成 29年度公定価格（単価表）は、本会議の協議を踏まえ、追って示される予定です。 

内閣府ホーム > 内閣府の政策 > 子ども・子育て本部 > 子ども・子育て支援新制度 > 子ども・子育て会議等 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html 

№１６-５８                    ２０１７．２．１３ 

全保協ニュース 
〔協議員情報〕 

全 国 保 育 協 議 会 

TEL 03-3581-6503    FAX  03-3581-6509 

ホームページアドレス〔 http://www.zenhokyo.gr.jp 〕 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html
http://www.zenhokyo.gr.jp/


2 

 

従前、一定の数とされた「実際に月額 4万円の賃金改善を行う職員」は、公定価格上の月額 4万円の処遇改善の

対象者数の 1／2（端数切り捨て）は確保する、との取り扱いが示されました。 

例）対象者数 5人の場合 → 5 ÷ 2 ＝ 2.5（端数切り捨て） → 2人を月額 4万円処遇改善 

3人 → 各施設の判断で他の職員（園長を除く）に月額 5千円以上～4万円未満の範囲で配分可能 
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※キャリアアップの仕組みを構築していない場合、キャリアパス要件分が 2％減額される点に留意。 

 

【参考】平成 28年度公定価格における処遇改善等加算の賃金改善要件分のイメージ 
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市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのための考え方（作業の手引き） 

…「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付及び地域子ど
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も・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平成 26年内閣府告示第 159号。以下

「基本指針」という。）に基づき、各都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）において計画期間の中

間年における見直し（以下「中間年の見直し」という。）を行うための参考となる考え方を示すもの 

【作業の手引き（項目の柱立て）】 

○見直しの要否の基準（「支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、教育・保育の量の見込みと大きくか

い離している場合」の解釈等） 

○見直しの手順 

（1）実績値の把握 （2）「実績値」と「量の見込み」との比較 

（3）要因分析及び補正 

①「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き」における量の見込み

の算出の考え方 

②中間年における「量の見込み」の見直しの考え方 

○見直しの方法 

（1）推計児童数 

（ｉ）社会増減による場合 （ⅱ）自然増減による場合 （ⅲ）既存のデータの活用 

（2）支給認定割合の補正の考え方 

（ｉ）考え方 （ⅱ）1号認定子ども  

（ⅲ）２号認定子どもの支給認定割合のかい離の要因分析・補正 

（ⅳ）３号認定子どもの支給認定割合のかい離の要因分析・補正 

（3）補正後の「量の見込み」の算出（総括） 

○必要利用定員総数の確保のための運用上の工夫 

○その他の留意点 

（1）地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」の見直し 

（2）「量の見込み」を下方修正する場合の留意点 

（3）「都道府県子ども・子育て支援事業支援計画」の見直し（認定こども園の移行に関する事項を含む） 

（4）見直しに当たっての手続き 

○今後のスケジュール（イメージ） 

平成 28年度      （国） 

【1月】内閣府より、自治体に対し見直しの考え方の提示 

【3月】内閣府より、見直しの検討状況調査（各都道府

県・市町村における教育・保育の量の見込みの見直し状

況（4月中に中間とりまとめ）） 

（地方自治体） 

【1月～】各都道府県・市町村において、見直しの

方針を策定 

各都道府県・市町村において、教育・保育の量の

見込みの見直し作業 

平成 29年度 

【4月】内閣府において、教育・保育の量の見込みの見直

し状況取りまとめ 

【春ごろ】基本指針等の改正 

【夏ごろ】内閣府において、教育・保育の量の見込みの改

定状況取りまとめ（最終集計） 

【4～6月】各都道府県・市町村において、教育・

保育の確保策等の見直し作業 

【秋から冬】各都道府県・市町村において、計画の

改定作業 

【年度末】各都道府県・市町村において、計画の

見直し作業終了 
 

 


